
各国の民事執行法制等に関する調査研究委託

現状

「民事執行法及び国際的な子の奪取の民事上の側面に関する条約の

実施に関する法律の一部を改正する法律」が令和元年５月１０日成立

（令和元年法律第２号）

【主な改正内容】

○ 債務者財産の開示制度の実効性の向上

○ 不動産競売における暴力団員の買受け防止

○ 子の引渡しの強制執行に関する規律の明確化

問題点

今般の改正により，その施行後に関連事件数の増加が見

込まれる。このような背景の下，関連の附帯決議の趣旨を

踏まえ，改正民事執行法の運用状況等を的確に把握する

とともに，各国の法制度の内容や運用状況についても十

分な調査を行った上で，これらを比較検討する必要がある。

対 策

調査結果を取
りまとめ
→今後の検討
に活用

民事執行法制に関
する調査研究を委
託

実
施

【調査対象国】

ドイツ，フランス，イギリス，アメリカ，韓国

【調査内容】

調査対象国における民事執行に関
する制度，運用の実情

○ 同法により新設された第三者からの情報取得手続等に関し，同法施行

後における実務の運用状況を勘案し必要に応じて検討するよう努めることや，

改正の対象とはされなかった給与債権の差押禁止の範囲の定めや公的機

関による養育費等の履行確保について，諸外国における法制度や運用状況

に関する調査研究を実施し検討するよう努めることなどが決議された。

民事執行法制の改正 衆・参議院法務委員会における附帯決議

○ 諸外国における民事執行に関する制度及び運用の実情について，専門家の視

点により総合的かつ詳細な調査を行い，成果物として取りまとめることが必要

○ 外国法制の調査については，各国の民事執行法制が様々であることから単一

の国のみの調査では不十分であり，複数の国での比較法的観点に基づく調査が必

要

【通し番号71】
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子供の貧困対策大
綱

（抜粋）
（平成26年8月29日閣議決定）

子供の貧困対策が国を挙げて推進されるよう、国、地方公共団体、民間の企業・団体等
によるネットワークを構築し、各種支援情報等の収集・提供や子供の貧困対策に関する
優れた取組等に対する表彰事業の実施、民間資金を活用した支援など官公民の連携・協
働プロジェクトを推進する。
また、このような取組や既存の制度・施策等について積極的に情報発信し、国民の幅

広い理解と協力の下に子供の貧困対策を国民運動として展開する。

○ 子供の未来応援国民運動
（27年4月の国民運動発起人集会で採択された趣意書に基づき、同年10月よりスタート)

➡大綱が掲げる官公民の連携・協働プロジェクトを具体化したもの

○ 子供の貧困対策に関する大綱

子供の未来応援国民運動

子供の未来応援基金

ＮＰＯ等とその活動を支援する
企業等とのマッチング事業

国民への広報・啓発活動
地域における交流・連携事業の展開

支援情報の一元的な
集約・情報提供

【通し番号72】
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支援情報ポータルサイト －子供の未来応援国民運動ホームページ－

支援を必要とする方に、必要な支援（情報）を届ける
 国、都道府県、市町村等が行う子供の貧困対策（支援情報

）を一元的に集約し、地域別、属性等別、支援の種類別に
検索できる総合的な支援情報ポータルサイトを整備

 当事者自身はパソコン等を有していない可能性もあり、主
にその支援者が、当事者から相談を受けながら、必要な支
援をコーディネートするための利用を想定

 当事者へ配慮し、「進学したいけどお金がない」、「お腹
が空いたけど食べ物を買うお金がない」等、当事者が有す
る具体的な悩みごとからも支援情報が検索可能

 「ひとり親家庭の相談窓口」を登録することにより、支援
を必要とするひとり親が行政の相談窓口に確実につながる
よう、分かりやすい情報提供や相談窓口への誘導の強化を
行い、ワンストップで寄り添い型支援を行うことができる

 中央省庁、都道府県及び約1,300市区町村の施策を掲
載（31年１月31日現在）

 支援の種類、悩みごとの種類（計60を設定）、フリー
ワード、施策の実施主体から検索が可能

目的

機能

1
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国民運動におけるマッチング事業

○企業とNPO等団体の、顔の見える交流を行うもの。
（特徴）
・支援をする側と支援される側が直接会うことで、マッチングを促進

○全国的にネットワークを有する団体が当該団体に加盟する団体と企業とを
つなぐもの。

（特徴）
・比較的大規模な支援にも対応可能

○企業ができる協力内容と、NPO等のニーズの双方を掲載し、相互に検索できる
ようにしたもの。

（特徴）
・ホームページ上で実施するため全国的なマッチングが可能
・多様なニーズに対応可能

マッチングサイト

マッチングフォーラム

マッチングネットワーク推進協議会

https://www.kodomohinkon.go.jp/matching/
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子供の未来応援基金を
他の財産と分別して管理

子供の未来応援基金

基金事業審査委員会
基金の使途等を審査し、
審査状況を公表することで、
透明性・公平性を確保する

福祉医療機構と相互に協力し、
PR活動や使途等に関する案作成等

草の根で支援を行うNPO等の体制を強化・
育成し、支援の量的・質的な拡充を図る。

※事務局の運営費用に基金は使用しない

企業や個人
≪国民運動推進事務局≫

未来応援ネットワーク事業寄付金

①事業報告

②税制優遇

内閣府・文科省・厚労省

福祉医療機構

助成金

NPO等が
公募に申請

約１０億９９００万円
（令和元年７月31日現在額）

○ ３５８団体から申請のあった事業の中から、①計画性、
②連携とその効果、③戦略的な広報、④継続性の観点等
から審査を行い、７１団体を採択することとなった。

○ 支援予定総額は約２億８００万円であり、１団体当た
り平均約２９３万円を支援する（事業類型別の整理は右
のとおり）。

子供の未来応援基金（未来応援ネットワーク事業）

寄付総額

第３回支援

※第１回は86団体を採択（支援決定総額約３億1500万円）
第２回は79団体を採択（支援決定総額約２億6600万円）

第３回未来応援ネットワーク事業
事業分類別 内訳 団体数 (件)

様々な学びを支援する事業 20

居場所の提供・相談支援を行う事業 19

衣食住など生活の支援を行う事業 12

児童又はその保護者の就労を支援する事業 4

児童養護施設等の退所者等や里親・特別養子縁組に
関する支援事業 5

その他、貧困の連鎖の解消につながる事業 11
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【これまで取り組んできた事業】
〈平成28年度～〉

○子供の貧困対策支援員の配置
〇子供の居場所の運営支援
〇事業の成果の分析・評価・普及

〈令和元年度～〉
○手厚い支援が必要な子供への支援

・拠点型子供の居場所
・若年妊産婦の居場所

○離島・へき地における取組の支援
○個々の取組を超えた対応力の向上

これら従来から取り組んできた事業の拡充・定着を図
るとともに、将来のキャリア形成に向けた専門家の派
遣等による、子供の居場所での子供の年齢等に応じた
的確な支援など、支援の質の向上に資する取組を進め
ます。

【目的】
○沖縄の将来を担う子供達の深刻な貧困に関する状況に

緊急に対応するため、沖縄が抱える課題を踏まえつつ、
集中的に対策を実施するものです。

【経緯】
○島尻沖縄担当大臣（当時）が平成27年10月の沖縄振興

審議会で沖縄の子供の貧困の問題を取り組むことを表
明。

〇平成28年4月から「沖縄子供の貧困緊急対策業」を開始
し、沖縄振興計画期間中（平成28～令和3年度）を集中
対策期間として、地元の課題を踏まえながら、事業を
継続して実施。

沖縄子供の貧困緊急対策事業に必要な事業費（内閣府沖縄振興局（事業振興室））

2年度概算要求額 １４.４億円
（元年度予算額 １３.１億円）

事業概要・目的 事業イメージ・具体例

資金の流れ

○沖縄の将来を担う貧困世帯の子供の対策を前に進め、
貧困の連鎖を断ち切ることで、健やかに育ち、豊かな
可能性が発揮できる環境づくりを行います。

期待される効果県 市町村国

（補助率）平成28年度から取り組んできた事業 9/10(調査・研究事業を除く)
令和元年度から新たに追加された事業 10/10

【通し番号73】
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○ 対象者

思春期、妊娠、出産、更年期、高齢期等の各ライフステージに応じた相談を希望する者
（不妊相談、予期せぬ妊娠、メンタルヘルスケア、性感染症の対応を含む）

○ 事業内容

（１）身体的、精神的な悩みを有する女性に対する相談指導 （２）相談指導を行う相談員の研修養成
（３）相談体制の向上に関する検討会の設置 （４）妊娠に悩む者に対する専任相談員の配置
（５）（特に妊娠に悩む者）が、女性健康支援センターの所在等を容易に把握することができるよう、その所在地及び連絡先
を

記載したリーフレット等を作成し、対象者が訪れやすい店舗等で配布する等広報活動を積極的に実施
（６）特定妊婦等に対する産科受診等支援
（７）若年妊婦等に対するSNSやアウトリーチによる相談支援、緊急一時的な居場所の確保

○ 実施担当者 ・・・ 医師、保健師又は助産師等

○ 実施場所（実施主体：都道府県・指定都市・中核市）

全国７３ヵ所（平成３０年７月１日時点） ※自治体単独１３か所
４７都道府県、札幌市、仙台市、さいたま市、 千葉市、横浜市、川崎市、新潟市、静岡市、浜松市、名古屋市、京都市、大阪市、堺市、神戸市、広島市、北九州市、福岡市、八戸市、
盛岡市、福島市、川越市、八王子市、鳥取市、呉市、久留米市、宮崎市

○ 補助率等 補助率： １／２ R2要求基準額（案）： 154,300円（月額） 加算分：1,564,500円（月額）

○ 相談実績 平成２９年度：６７，１０１件（内訳：電話４０，６６３件、面接２１，５８７件、メール３，７８４件、その他１，０６７件）

○ 相談内容 ・女性の心身に関する相談（２５，４８０件） ・不妊に関する相談（１２，１３８件） ・思春期の健康相談（６，２８３件）

・妊娠・避妊に関する相談（９，０９４件） ・メンタルケア（１３，４１１件） ・婦人科疾患・更年期障害（７５０件） ・性感染症等（７８８件）

？

○事業の目的

思春期から更年期に至る女性を対象とし、各ライフステージに応じた身体的・精神的な悩みに関する相談指導や、相談指
導を行う相談員の研修を実施し、生涯を通じた女性の健康の保持増進を図ることを目的とする。

女性健康支援センター事業

（令和元年予算） （令和２年度要求額）
１１３百万円 → ５９６百万円

1

【通し番号74】
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○予期せぬ妊娠などにより、身体的、精神的な悩みや不安を抱えた若年妊婦等
が、身近な地域で必要な支援を受けられるよう、SNS等を活用した相談支援等を行う。

○若年妊婦等への支援に積極的で、機動力のあるNPOに、アウトリーチや若年妊婦等支援の業務の一部及び全てを委託す
るなどにより、様々な地域の実情に応じた若年妊婦等への支援を行う。

◆実施主体：都道府県・指定都市・中核市 ◆補助率：国1/2、都道府県・指定都市・中核市1/2

【地域における継続的な支援】
○福祉事務所、児童相談所、婦人相談所、子育て世代

包括支援センター、要保護児童対策地域協議会等と
調整し、地域における継続的な支援へつなげる。

地域における継続的な支援

【長期間の居場所の確保】
○長期的にケアが必要な若年妊婦等に対し

て、出産・子育てが安定して行える環境
が整うまでの居場所の確保を支援する。

母子生活支援施設等
＜事業イメージ＞

○コーディネーターの配置：居場所の確保や地域の
関係機関との調整

○相談しやすい体制の整備：アウトリーチやSNS等
による相談支援

○特定妊婦等に対する産科受診等支援
○次の支援につなげるまでの緊急一時的な居場所の

確保
○継続的な相談支援

○保健師等による、より専門的な相談（電話相談・窓口相談等）

※アウトリーチやSNS等を活用した相談支援など、機動力を活かした相談
支援についてNPOに委託して実施。

都道府県・指定都市・中核市

女性健康支援
センター

アウトリーチ
＆キャッチ

悩みを抱える若年妊婦等

産科同行支援

緊急一時的
な居場所

子育て世代包括
支援センター

連携・バックアップ

相談

連携・紹介

○地域のNPOと連携し、悩みを抱える若年妊婦等
を、継続的かつ専門的な支援へと繋げる。

地域のNPO新

連携・紹介

若年妊婦等支援事業【新規】～不安を抱えた若年妊婦等への支援～ （令和元年予算） （令和２年度要求額）
０百万円 → １，５９８百万円

◆補助単価（案）
・相談等：月額357,600円
・夜間・休日対応：月額53,000円
・産科同行等対応：月額1,719,800円

※本事業の取組を女性健康支援センター
が行う場合は「女性健康支援センター
事業」により補助(月額1,564,500円)

1

【通し番号75】
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地域女性活躍推進交付金
（令和元年度予算額１.５億円、２年度予算概算要求額３.０億円）

男女
センター

国民間企業

農林水産
団体

教育機関

都道府県

・経済産業局
・労働局 等

・男女担当部局
・経済担当部局
・福祉担当部局 等

医療法人
社会福祉法人

・商工会
・農協
・銀行

等

市区町村

【補助率】
２分の１（女性活躍型）

１０分の８（就労支援型）

地域経済
団体

特定非営利
活動法人（NPO）

<多様な主体
の連携・参画>
（コミットメント
の明確化）
人材、資金、
ノウハウ等の
提供・共有等

金融機関

女性活躍推進法
に基づく協議会等
多様な主体による
連携体制

＜地域における女性活躍の推進・課題解決＞
• ｢地域性｣を踏まえた ・定量的成果目標設定・｢見える化｣

（Ｍ字カーブの解消、中小企業における女性の継続就業、女
性の登用拡大、管理職の意識改革、働き方改革、就業に困
難・課題を抱える女性に対する支援 等）

・官民連携
・地域連携
・政策連携

【交付上限】 各区別ごと

都道府県 800万円（注）

政令指定都市 500万円
市区町村 250万円
注）推進計画未策定市町村への策定支援事業実
施等の条件付きで1,000万円とする。

【交付対象】
地方公共団体

○女性活躍型

女性管理職育成の取組など地域の実情に応じた女性活躍につながる
取組を支援。

• 企業の女性活躍推進の取組の促進、男性リーダー 等

• 活躍したい女性の活躍のステージ、時間軸に応じた総合的な支援

• 地域のニーズを踏まえた女性が継続就業しやすい環境づくり 等

○ 就労支援型 ※令和２年度より拡充して実施すべく概算要求中

様々な課題・困難を抱える女性に寄り添い、就労又は就労の前段階と
なる社会的自立につなげる取組を支援。

• 引きこもり女性への相談事業、社会的自立支援プログラム 等

• 不本意ながら非正規雇用となっている女性の正規雇用化に向けた研修 等

他の地域の
• 地方公共団体
• 地域経済団体

等

情報提供内閣府
地方公共団体
（関係団体と

連携） 交付

申請

【通し番号77】
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◆岩手県は、従業員300人以下の企業が全体の大多数を占めて
いることから、県全体において女性活躍の取組を進めるためには、
中小企業において女性活躍推進法に基づく行動計画を策定するこ
とが必要である。
◆様々な分野の女性の活躍を一層推進するために、個別の分野
ごとの取組や、企業・団体トップによる率先した取組が重要である。

地域の実情と課題

◆ いわて女性の活躍促進連携会議構成団体（20団体）
岩手県商工会議所連合会、岩手県中小企業団体中央会
岩手県商工会連合会、一般社団法人岩手経済同友会
一般社団法人岩手県経営者協会、岩手県中小企業家同友会
一般社団法人岩手県銀行協会、岩手県信用金庫協会
岩手県農業協同組合中央会、岩手県漁業協同組合連合会
一般社団法人岩手県農業会議、岩手県森林組合連合会
一般社団法人岩手県建設産業団体連合会、岩手県消防長会
認定NPO法人いわて子育てネット
特定非営利活動法人参画プランニング・いわて
岩手労働局、岩手県男女共同参画センター
ジョブカフェいわて
岩手県

連携団体

女性がそれぞれのライフステージ、ライフスタイルに応じて活用で
きるよう次の取組が必要
１ 女性が働きやすい職場環境づくり
２ 女性のキャリア形成や業種を越えたネットワークの構築
３ 女性の発想や視点を生かした起業の支援

今後の課題

◆「いわて女性活躍推進員」による企業経営者等への「いわて女
性活躍企業等認定制度」やイクボス、働き方改革、子育て支援制
度の活用についての働きかけなど、企業・団体の女性が働きやす
い環境づくりを支援した結果、いわて女性活躍認定企業やイクボ
ス宣言企業が大幅に増加するなど、県内企業・団体における女性
活躍に対する機運が着実に高まってきている。

◆「岩手で輝く女性交流会」において、業種を越えた女性のネット
ワークの構築や活躍する女性の情報発信が強化された。

事業の効果

いわて女性の活躍支援強化事業【岩手県】 （平成３０年度当初予算）

◆ 女性活躍のための経営者研修出席者数
目標 50名 ⇒ 実績 63名

◆ ロールモデル提供事業参加者数
目標 45名 ⇒ 実績 116名

目的・目標

◆いわて女性の活躍促進連携会議に５部会（防災・子育て支援・
女性の就業促進・農山漁村・建設業）の活動を通じて分野ごとの
女性活躍を支援
◆女性」、「経営者」を対象としたセミナーを実施し意識啓発を図る
とともに、活躍する女性の業種を越えたネットワークづくりや情報
発信を目的とした女性交流会を実施
◆「いわて女性活躍推進員」による「いわて女性活躍企業等認定
度」やイクボスの普及により県内の企業・団体の女性活躍を促進

事業の特徴

経営者の
意識改革

女性管理職
の育成
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事業の概要

いわて女性の活躍促進連携会議

連携会議を開催し、構成団体の連携した事業実施や情報共有を行うことによって、「女性が活躍できるいわて」の実
現を目指す。

◆連携会議の開催
第1回
日時：平成30年10月11日（月）10:00 ～ 12:00
場所：大通会館リリオ ３階 イベントホール
内容：(1) 協議「女性活躍支援の取組について」

ア 平成30年度の取組について
イ 岩手で輝く女性交流会の開催について
ウ ５部会の取組について
エ 女性活躍推進に関するアンケート調査の実施について

(2) 報告「女性活躍関連制度の普及について」
(3) 意見交換
ア 構成団体等における女性の活躍支援の取組について
イ 次期総合計画について

第２回
日時：平成31年３月20日（水）13:30 ～ 15:30
場所：エスポワールいわて ２階 大ホール
内容：(1) 報告

ア 女性活躍支援の取組について
(ｱ) 平成30年度の取組実績について
(ｲ) ５部会の取組実績について

イ 国・県の女性活躍関連制度について
(ｱ) えるぼし認定・くるみん認定制度について
(ｲ) いわて女性活躍企業等認定制度・イクボスの普及について
(ｳ) いわて子育てにやさしい企業等認証制度について
(ｴ) いわて働き方改革推進運動について

(2) 協議
ア いわて女性の活躍促進連携会議設置要領の一部改正（案）について
イ 平成31年度事業計画（案）について
(3) 意見交換

構成団体等における女性活躍支援の取組について
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女性活躍関連セミナー
女性活躍のための経営者研修

女性の活躍を推進するためには、経営者や管理職がワーク・ライフ・バランスや女性登用について理解し、事業
所のトップが率先して取り組むことが重要となることから、経営者や管理職の理解を深めることを目的とした研修を
実施する。

事業の概要

～女性活躍推進のための～ 経営者・管理者セミナー

日時：平成30年11月7日（水） 14：00～16：00
場所：岩手県公会堂26号室
参加者：６３名

基調講演
「心を動かす」共創マネジメントデザイン

～多様性を力に。男女共創企業へ～
講師：ＨＡＰＰＹ ＷＯＭＡＮ株式会社 代表取締役 小川 孔一氏

事例発表
いわて女性活躍認定企業（ステップ2）
株式会社北日本銀行人事部 部長代理 加賀見 憲二氏
きらっａｔ Ｗｏｒｋ

プロジェクトメンバー 畠山 いずみ氏 平澤 絹子氏
【内容】

・女性行員によるプロジェクトチームが、女性活躍推進をテーマに、女性の視点から現状
分析や企画・提言を実施

・繁忙期における特定日(就業時間延長)の廃止、子育て支援制度を紹介するガイドブック
の配布による管理職の意識啓発、育休中の行員を対象としたeラーニングの実施などに
より、結婚、出産を理由とした離職率が低下し、女性管理職比率が増加

【受講者の感想】
・女性の活躍について、男性行員を含めて取り組んでいることが素晴らしい。
・実際に成果が見られる事例であり参考になった。

セミナーの様子
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将来において目指したいと思うモデルとなる女性を学生や若手社員等に示し、今後のキャリア形成に生かすととも
に、女性自身がキャリアアップするために必要なスキルを学ぶことにより、女性が活躍できる社会の形成に寄与す
ることを目的に実施

女性活躍関連セミナー
働く女性のためのキャリアアップセミナー（ロールモデル提供事業）

事業の概要

◆盛岡会場：県内事業所の若手女性社員等向け 参加者36名

日時：平成30年10月23日（火）14：50～16：50
場所：岩手教育会館 カンファレンスルーム201・202
スピーカー：① カシオペア市民情報ネットワーク

放送局長 大久保 瞳 氏
② 有限会社 ぬぐまるの家

小規模多機能型居宅介護施設他 管理者 阿部 香織 氏
③ 株式会社 東北銀行

資産運用コンサルティング部 副調査役 市丸 美沙 氏

◆二戸会場：県内事業所の若手女性社員等向け 参加者32名
日時：平成30年11月16日（金）14：50～16：50
場所：二戸パークホテル
スピーカー：① 宮城建設 株式会社

企画経理部 企画人事課 課長補佐 久保田 文子 氏
② 株式会社 ファーマ・ラボ

クイーン薬局 店長 畠山 雪恵 氏
③ 株式会社 北日本銀行

湊支店 支店長代理 曽我 亜希子 氏

◆盛岡会場：県内事業所の若手女性社員等向け 参加者48名
日時：平成31年３月12日（火）14：00～16：00
場所：岩手県公会堂 ２階 21号室
スピーカー：① 株式会社薬王堂

営業本部 店舗運営部 ＢＭ課 マネージャー 髙橋 憲江氏
② 丸乃タイル株式会社

営業部 部長 村井 江代子 氏

意見交換会の様子
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地域の実情と課題

連携団体

今後の課題事業の効果

地域における女性活躍推進事業【鳥取県】（平成28年度補正予算）
託児機能付きサテライトオフィス推進事業【鳥取県】（平成29年度当初予算）

目的・目標

事業の特徴

県内の女性活躍を推進するために立ち上げた
官民連携組織
「女星（じょせい）活躍とっとり会議」
を推進母体とし、以下の事業を実施。
①女性活躍の機運醸成・企業の取組支援
②多様な働き方の導入促進

「女星（じょせい）活躍とっとり会議」
○メンバー

鳥取県商工会議所連合会、鳥取県商工会連合会、
鳥取県中小企業団体中央会、鳥取県経営者協会、
日本労働組合総連合会鳥取県連合会、鳥取県労働局、
鳥取県、市町村、鳥取大学、鳥取環境大学、
鳥取短期大学・鳥取看護大学、鳥取県銀行協会

「輝く女性パワーアップ企業」 ５５社
「イクボス・ファミボス宣言企業」 １１８社

２０２０年までに管理的地位の女性割合２５％
以上
（従業員数１００名以上の企業は３０％以上）
管理的地位 … 部下を管理監督する立場にある職

（肩書問わない）

（１）管理的地位に占める女性割合が低い
（２）３０代女性の労働力率が２０代、

４０代女性と比較して低い
→経営者の意識改革、女性の育成等の取組支援
→妊娠、出産・子育て期の女性の就業継続支援
が必要

今後も、「輝く女性パワーアップ企業」を増やすた
めの取組を継続するとともに、新たな取組
（女性活躍のための仕組みづくり）についても、検
討していく。

女性活躍に積極的に取組む企業である「輝く女性活躍パワー
アップ企業」及び従業員の家庭と仕事の両立を応援する
「イクボス・ファミボス」宣言企業が増加した。

多様な働き方の
導入促進
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【課題】管理的地位に占める女性割合が男性と比べて低い
⇒企業の女性活躍推進の機運醸成、経営者の意識改革
、女性の育成等の取組支援を実施

（１）全国女性活躍サミットinとっとり
経営者、支援機関等を対象としたフォーラムを開催し、
全国の先進的な取組を行う協議会等の取組発表や
先進モデル企業と連携した事例発表を実施。

（２）女性活躍を推進する企業トップのメッセージの発信
輝く女性活躍パワーアップ企業の経営者等による
メッセージ発信を通じて、女性活躍の機運を醸成。
（女星活躍とっとり会議会長、企業トップ46社）

（３）女性活躍に取り組む企業のメリットの見える化
企業のメリットを数値等で「見える化」したパンフレット
を作成し、女性活躍に取組む県内企業経営者に周知。
（冊子配布部数10,000部）

（４）女性活躍先進モデル企業事業との連携
女性従業員の育成セミナー、異業種交流会の実施等
を通じて、企業の女性活躍や多様で柔軟な働き方の
導入を促進。（２回実施 計68名が参加）

（５）女性活躍アドバイザーの派遣
輝く女性活躍パワーアップ企業の登録を受けた企業
に対し、アドバイザー（社労士）を派遣し、登録後の取組
を支援。（訪問回数14回）

女性活躍の機運醸成
企業の取組支援

【課題】30代女性の労働力率が20代、40代女性と
比較して低い

⇒妊娠、出産、子育て期の女性の就業継続支援を実施

（１）託児機能付きサテライトオフィスの設置・
運営 （鳥取・米子の２か所）
サテライトオフィスを試行的に設置。テレワー
クなどの企業の多様な働き方の導入を促進し
た。
ア 未就学児の一時預かり等を実施している保育施
設と同じ建物内にテレワークスペースと託児スペー
スからなるサテライトオフィスを設置。

イ 運営時間：平日８：30～17：00（米子は
17時半まで)

（２）テレワーク導入セミナーの開催
テレワーク導入セミナーを開催し、多様な
働き方導入の機運を醸成。企業へテレワーク
のメリット等を周知した。（31名が参加）

（３）多様な働き方（テレワーク）実例の紹介
柔軟な働き方を取り入れ、働きやすい職場
環境づくりに取り組んでいる企業の実例を、
情報誌で発信。（発行部数約4,300部）

多様な働き方の導入促進

事業の概要
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「地域女性活躍推進交付金」に関連する記述 

令和元年９月 

女性活躍型 

【女性活躍加速のための重点方針２０１９】 

Ⅱ あらゆる分野における女性の活躍 

１．地方創生における女性活躍の推進 

(１)女性にとって魅力的な地域づくりに向けて取組の推進

①地域女性活躍推進交付金の効果的な活用の促進

多様な主体による連携体制の構築の下、働き方改革につながる、女性活躍推進法に基づく協議

会等を活用した継続就業を支援する仕組みづくりや、地域における女性の職業生活における

活躍推進のための取組など、住民に身近な地方公共団体が行う地域の実情に応じた取組を、

地域女性活躍推進交付金により支援する。特に、女性活躍推進法改正により新たに行動計画

が策定義務となる中小企業への策定支援を行う地方公共団体の取組を支援する。また、全国

各地における企業や経済団体等と連携するなどの取組事例を収集し、情報発信を行う。

２．女性活躍に資する働き方の推進、生産性・豊かさの向上に向けた取組の推進 

 (１)女性活躍推進法に基づく取組の推進 

①女性活躍推進法の施行後３年見直しを通じた取組の促進 

女性活躍推進法の改正により、一般事業主行動計画の策定義務対象拡大や情報公表の強化が図

られることを踏まえ、その円滑な施行に向けて、中小企業を始めとする全国の企業が着実に女性

活躍の取組を行うよう、都道府県労働局と地方公共団体の連携を推進しながら、改正の内容の周

知徹底や、企業向け相談窓口の整備、一般事業主行動計画の効率的な策定・公表方法の検討を行

う。あわせて、地域の多様な主体の女性活躍の取組を更に強力に支援・推進する。 

(６)中高年女性をはじめとする女性の学び直しや就業ニーズの実現 

②就業ニーズの実現 

子育てがひと段落した女性の再就職等を支援するため、地方自治体が関係機関・団体と連携

して実施する相談、研修等の事業を、地域女性活躍推進交付金を活用して支援する。 

【骨太の方針２０１９】 

第２章 Society 5.0時代にふさわしい仕組みづくり 

２．人づくり革命、働き方改革、所得向上策の推進 

(１)少子高齢化に対応した人づくり改革の推進 

  ⑧女性活躍の推進 

「女性活躍加速のための重点方針2019」を着実に実施しながら、女性活躍情報の「見える化」

の深化や地域の多様な主体の女性活躍等の取組支援、女性リーダーの育成、女性に対するあら

ゆる暴力根絶、女性活躍を支える制度や基盤の整備等を進める。 

【未来投資戦略２０１９】 

Ⅱ．全世代型社会保障への改革 

３．多様で柔軟な働き方の拡大 

ⅲ）女性活躍の更なる拡大、ダイバーシティ経営の推進 

・ 人生100年時代において、多様な選択ができる社会を構築するため、地方創生推進交付金を活

用した新規就業支援を図る「官民連携プラットフォーム」の設置・活用促進や、キャリアアップ

を総合的に支援するモデル開発推進、女性のニーズに寄り添って活動しているNPO等の先進的な

取組への支援等を通じ、子育て中や子育てが一段落した世代の女性を含む、多様な女性の労働市

場への再参入を推進する。
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就労支援型 

【女性活躍加速のための重点方針２０１９】 

Ⅰ 女性の活躍を支える安全・安心な暮らしの実現 

３．困難を抱える女性への支援 

(１)困難に直面する女性への支援 

ひきこもり女性も含め、様々な困難を抱える女性や、子育てや介護を行う女性に対する支援な

ど、女性のニーズに対応し、女性に寄り添って活動しているNPOや男女共同参画センター等の先

進的な取組に対する支援策を講じ、好事例の展開を図る。 

Ⅱ あらゆる分野における女性の活躍 

１．地方創生における女性活躍の推進 

(２) 地域の多様な主体による女性活躍の推進

①地域における女性のニーズに寄り添った活動を行う取組への支援

ひきこもり女性も含め、様々な困難を抱える女性や、子育てや介護を行う女性に対する支援

など、女性のニーズに対応し、女性に寄り添って活動しているNPOや男女共同参画センター等

の先進的な取組に対する支援策を講じ、好事例の展開を図る。 〔前記Ⅰ３(１)再掲：同上〕 

【骨太の方針２０１９（就職氷河期支援部分）】 

第２章 Society 5.0時代にふさわしい仕組みづくり 

２．人づくり革命、働き方改革、所得向上策の推進 

（３）所得向上策の推進 

① 就職氷河期世代支援プログラム

（ⅱ）個々人の状況に合わせた、より丁寧な寄り添い支援 

〇支援の輪の拡大 

断らない相談支援など複合課題に対応できる包括支援や多様な地域活動を促進するとともに、

ひきこもり経験者の参画やＮＰＯの活用を通じて、当事者に寄り添った支援を行う。 

【未来投資戦略２０１９】 

Ⅱ．全世代型社会保障への改革 

３．多様で柔軟な働き方の拡大 

ⅲ）女性活躍の更なる拡大、ダイバーシティ経営の推進 

・ 人生100年時代において、多様な選択ができる社会を構築するため、地方創生推進交付金を活

用した新規就業支援を図る「官民連携プラットフォーム」の設置・活用促進や、キャリアアップ

を総合的に支援するモデル開発推進、女性のニーズに寄り添って活動しているNPO等の先進的な

取組への支援等を通じ、子育て中や子育てが一段落した世代の女性を含む、多様な女性の労働

市場への再参入を推進する。 
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地方創生推進交付金等による女性・高齢者等の新規就業支援事業
○「まち・ひと・しごと創生総合戦略2018 改訂版」に位置づけられた事業（実施主体は都道府県。2019年度は20府県で実施予定。）
○ 現在職に就いていない女性・高齢者等の新規就業の促進及び人手不足に直面する地域の中小企業等の人材の確保に資することを目的と
して、都道府県が実施する女性・高齢者等の新規就業支援のための取組を、2019年度より地方創生推進交付金で支援するもの。

○ 各都道府県は、官民連携のプラットフォームを形成し、地域の実情に応じて、「掘り起こし」、「職場環境改善支援」、「マッチン
グ」等の一連の取組をハローワークや公的職業訓練など既存の制度も最大限活用しながら、民間企業のノウハウを取り入れ、一体的かつ
包括的に実施するスキームを構築。

＜女性・高齢者等の「働き手」への支援＞ ＜中小企業等への支援＞

掘り起こし

伴走支援（定着支援）

対象者の発見・就労意欲喚起

就労訓練・研修

※必要に応じて

公的職業訓練
で実施

職場環境改善支援

専門家による女性・高齢者等の
働きやすさの観点からの

評価・改善提案

職場環境改善

各省庁の補助金
・助成金活用

ハローワーク等での対応

マッチング

相談支援（人手不足業界への勧奨）

コーディネート

労働条件等の調整、面接指導、
より深い支援

※必要に応じて

（例）【ソフト・ハード両面からの見直し】
・業務プロセス改革による業務切り出しと再編、
・短時間勤務の導入、
・サテライトオフィス、
・在宅ワーク、 等

一体的な支援

※ は、今回各都道府県で実施し、
国が地方創生推進交付金で支援する部分。

就職・採用実現！

統合管理業務

※地方版総合戦略等を踏まえて、都道府県において、支援対象者・支援対象企業等やマッチングの実現を目指す重点対象分野を設定。
※都道府県は、民間事業者、関係機関（市町村、経済団体、労働局・ハローワーク等）と協働し既存の支援スキーム等も最大限活用。

（例）・対象者に応じた媒体（SNS、新聞広告等）
による情報発信

・老人クラブ、母親サークル等身近な地域
の機関と連携した掘り起こし、
相談支援への誘導 等

（例）
・短時間セミナー
・インターンシップ
型就業体験 等

（都道府県の事業のイメージ） 官民連携型のプラットフォーム形成

（公報、SNSなど対象者
に応じた媒体の活用）

（業務プロセス改革の
コンサルテーション）

（宅配便の住宅配
送業務を地域の
高齢者に委託）

（自宅近辺にサテ
ライトオフィス
を設置）

【通し番号78】
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事業スキーム ～官民連携型「女性・高齢者等お仕事」プラットフォーム～
■都道府県は、現在職に就いていない女性・高齢者等の新規就業者の掘り起こしに向けて、「働き手」への支援、これら
の者を受け入れる中小企業等への支援を一体的、包括的に実施する体制を構築。

■都道府県、企業グループ（コンソーシアム）、関係機関等からなる官民連携型「女性・高齢者等お仕事」プラット
フォームを構成。地域の実情に応じ、必要な機能を企業等から調達。

都道府県
（複数の都道府県でも可）

・事業全体の総括、進捗・成果管理
・都道府県、関係機関との窓口 等

企業グループ
（コンソーシアム）

※地域の実情に応じた調達方法
（公募プロポーザルで企業グループへ
一括委託、取組ごとに個別に委託等。）

官民連携型「女性・高齢者等お仕事」プラットフォーム

市町村

＜全体統括＞
人材会社、シンクタンク等

＜女性・高齢者等の掘り起こし（１）＞
広告代理店、ＳＮＳが得意なベンチャー等

・ネット、ＳＮＳ、ＴＶＣＭ等を活用した情報発信
・カフェ形式での少人数セミナー開催 等

※官民が徹底して協働することにより、既存の
支援スキーム等も最大限活用するなどして、
地域において最適な取組効果を実現！

＜相談・カウンセリング、伴走支援＞
人材会社、ＮＰＯ法人等

・相談員による相談・カウンセリング（出張・窓口）
・人材不足分野での就業に関する情報提供
・求人情報の提供（マッチングシステムの活用等）
・関係機関の施策への誘導
・面接対策等の指導 ・合同面接会等の開催
・職業紹介 ・就職後の定着支援 等

＜女性・高齢者等の掘り起こし（２）＞
町内会、老人クラブ、商店街、母親サークル等
・相談・カウンセリング等の取組等の周知、誘導
・相談・カウンセリング等の出張窓口機能（地域に
根ざした主体との連携） 等

＜訓練・研修＞
専門学校、大学、業界団体等

・公的職業訓練の枠組みにとらわれない柔
軟な人材育成メニューの提供（短時間セ
ミナー、地域の企業でのインターンシッ
プ型の就業体験等の提供）等

＜受入企業への職場環境改善支援＞
コンサル会社、社労士、地域金融機関、
事業主団体等

・女性・高齢者等の人材受け入れに向けた
職場環境改善提案（相談員による相談・
カウンセリング（出張・窓口））

・職場環境改善や雇い入れに係る補助金、
助成金等の情報提供、申請支援

・人材採用後の定着に向けたアドバイス 等

・取組の周知・啓発
・出張相談等への協力 等

労働局・ハローワーク
・取組の周知・啓発
・公的職業訓練の提供
・職業紹介
・事業主向けの雇用関係助成金
の提供 等

関係省庁
・取組の周知・啓発
・補助金等の提供

事業主（業界）団体
・取組の周知・啓発 等

その他の機関
※すべて新規で実施するほか、既存の取組で足らざる部分を新たに実施し全体をパッケージ化することも可。
※地方版総合戦略等を踏まえて、都道府県において、支援対象者・支援対象企業等やマッチングの実現 を目指す重点対象分野を設定。

（例）

（例）（例）

（例）

（例）

（例）

：働き手への支援

：中小企業等への支援

経済団体
・会員企業への協力呼びかけ
・取組の周知・啓発 等

関係機関

関係各府省の支援
スキームを最適に
統合・活用！

国1/2（交付金）

国
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女性・高齢者等新規就業推進プロセスの一例
■ハローワーク・公的職業訓練や企業への助成等の既存の支援スキームの徹底活用を前提としつつ、「無業者の掘り起
こし」「就労意欲の喚起」「人手不足業界への誘引」等について、民間のノウハウも最大限に活用した取組を組み込
み、官民一体で最大限の効果を上げる。

女性・高齢者等の掘り起こし

■無業の女性・高齢者等を発見し、就業
意欲を喚起

■身近な地域における協力機関との連携
（町内会、老人クラブ、商店街、母親
サークル等）

人手不足
業界への誘引

■個人の特性に応じつつ、
人手不足業界等の奨励

人手不足の企業等

身近な機関と連携
した掘り起こし ■女性や高齢者の特性に応じたソフト・ハード面からの職場環境の整備

（例）・短時間勤務の導入
・サテライトオフィスの活用 等

受入企業の環境整備

就労

業務プロセスの
見直し

サテライトオフィス等
で身近な地域で働く

■専門家による職場
環境改善提案

対象者に応じた媒体
（SNS、新聞広告、
公報等の活用）

88

http://1.bp.blogspot.com/-e7Hvw2yizl0/VtoxsbG6o0I/AAAAAAAA4dI/WuU7SgoKgZQ/s800/building_kaisya_small.png
http://1.bp.blogspot.com/-f2dr_pw2JO0/WOswF4JvebI/AAAAAAABDvY/pHcNR1MM68MpRyBh8-ggDRi0wc3zI7U8ACLcB/s800/stand_sagyouin_man_cap.png
http://1.bp.blogspot.com/-X42pLA8L-ww/UrlmuuOQrbI/AAAAAAAAcLA/IxTBJAXA7Us/s800/souko_shiwake.png
http://1.bp.blogspot.com/-f2dr_pw2JO0/WOswF4JvebI/AAAAAAABDvY/pHcNR1MM68MpRyBh8-ggDRi0wc3zI7U8ACLcB/s800/stand_sagyouin_man_cap.png
http://3.bp.blogspot.com/--XQaKNMLBaA/Wb8f6of6BKI/AAAAAAABGtA/Ul9po5OktQEXU__wKxTX1NQfOkov1r00QCLcBGAs/s800/apron_woman.png
http://1.bp.blogspot.com/-e7Hvw2yizl0/VtoxsbG6o0I/AAAAAAAA4dI/WuU7SgoKgZQ/s800/building_kaisya_small.png
http://3.bp.blogspot.com/-qcjhzMelDsc/Uyk_NY1dnRI/AAAAAAAAeN4/wAf-1pUwvgs/s800/tatemono_jutakugai.png
http://1.bp.blogspot.com/-wEygfnu5_mc/V5jHkBSzzLI/AAAAAAAA80w/DdLElofgt_Qn8RbZStkfWjnXhIH8n7cpgCLcB/s800/walking_businesswoman.png
http://2.bp.blogspot.com/-CcPxqR5ZwmU/U0pTZFbJGMI/AAAAAAAAfKA/fizLuwMlaH4/s800/tatemono_kaigo_shisetsu.png


事業実施状況

■2019年度は20府県で実施予定。
■うち、17府県が無業の女性を支援対象者にしている。

（2019年8月内閣官房まち・ひと・しごと創生本部事務局調べ）

令和2年度予算概算要求

名称 概要 概算要求額

事業実施に
要する費用

新規就業支援事業 官民連携による女性・高齢者
等新規就業支援の取組を地
方創生推進交付金で支援す
る。

地方創生推進交付金
（1200億円）の内数

調査研究 官民連携による女性・
高齢者等の新規就業
促進に向けた調査研
究事業

官民連携による女性・高齢者
等新規就業支援の取組の促
進に向けて、効果的な取組手
法の開発・分析等を行う。

地方創生施策の充
実・強化に向けた調
査・分析事業（1.6億
円）の内数
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３．若い世代の結婚・出産・子育ての希望をかなえる、誰もが活躍できる地域社会をつくる

まち・ひと・しごと創生基本方針2019（令和元年6月21日閣議決定）（抄）

「新規就業支援事業」の閣議決定文書での位置づけ

＜概要＞
全世代・全員活躍の社会の実現に向け、誰もがその能力を活かし、本人の希望に応じて働くチャンスを得ることは極めて重要であるため、本年度から地方創生推進交付金
により支援している「女性・高齢者等新規就業支援事業」について、未実施の都道府県への更なる普及促進を図り、無業者の掘り起こし等による就業促進を図るとともに、
施策の効果を一層向上させる観点から、「官民連携プラットフォーム」の枠組を最大限活用し、民間企業や市町村レベルでの取組との一層の連携促進を図る。

【具体的取組】
◎市町村、関係省庁施策との密接な連携推進
・ 「女性・高齢者等新規就業支援事業」について、未実施の都道府県への更なる普及促進を図り、無業者の掘り起こし等による就業促進を図るとともに、施策の効果を一
層向上させる観点から、「官民連携プラットフォーム」の枠組を最大限活用し、コワーキングスペースやサテライトオフィスの設置など市町村や企業における関連する取組の推
進を図る。
・ また、各都道府県が事業を推進する中で、関係する各省庁の補助金・助成金等の施策を活用し、効果を高める観点から、各都道府県の事業と関連する情報を集約し、
国から各都道府県に対して積極的な情報提供を行う。

◎取組の横展開、好事例の見える化
・各都道府県の取組状況、課題、好事例等を共有するとともに、官民連携を一層促進するため、国において関係者の連携・協議の場を設置するなど一層の支援を行う。

（４）官民連携による女性・高齢者等の新規就業促進

【具体的取組】
◎地域評価指標の整備と地域特性の見える化
・ 結婚、妊娠・出産、子育ての希望をかなえるとの観点から、地域ごとの強み・課題等を把握し、具体的な施策を検討することに資するよう、ワーク・ライフ・バランス、男女
の就業に関する状況、子育てサポート基盤、まちのにぎわいなどの要素で地域特性を見える化できる「地域評価指標」の整備とその活用に向けて、必要な支援やインセン
ティブ方策について検討し、具体的な措置を講ずる。

◎地域コミュニティによる支え合い・まちの魅力向上等
・ 地域の潜在的な人材の活躍に資するよう、現在職に就いていない女性・高齢者等の掘り起こし、企業の職場環境改善や業務プロセスの見直し支援、マッチングなどの
一連の取組を官民連携プラットフォームの下で行う都道府県の女性・高齢者等新規就業支援事業を一層促進するとともに、当該事業に関連した市町村等の関係機関
の取組を促進する。

（１）個々人の希望をかなえる少子化対策
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わくわく地方生活実現政策パッケージ
＜現状＞
○若者を中心に、地方から東京圏へ毎年10万人を
超える転出超過

○地方の若者は３割減少（15年間で△532万人）
○15歳以上の就業者は、地方では大幅に減少
（15年間で△228万人、東京圏は＋160万人）

包括的かつ大胆な「わくわく地方生活実現政策パッケージ」を策定・実行する
１．ＵＩＪターンによる起業・就業者創出（６年間で６万人）
・全国規模のマッチングを支援するとともに、東京圏から地方への移住者の経済負担を軽減
２．女性・高齢者等の活躍による新規就業者の掘り起こし（６年間で24万人）
・全国規模のマッチングを支援するとともに、新規に就業する女性・高齢者等に対して必要な支援
３．地方における外国人材の活用
・在外の親日外国人材を、地方公共団体のニーズ（地方創生業務）とマッチングさせる仕組みの構築
・外国人留学修了者が円滑に就労しやすくするための、在留資格の変更手続きの簡素化等
４．地域おこし協力隊の拡充（６年後に８千人）
５．子供の農山漁村体験の充実
６．企業版ふるさと納税の活用促進
７．国民の関心を惹きつける効果的・戦略的な情報発信

＜ねらい＞
○東京一極集中の是正
○地方の担い手不足への対処
○「地方で起業したい」、「自然豊かな地方で子
育てをしたい」など、移住者等の多様な希望を
かなえる

１

【通し番号80】
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※１ 東京圏の条件不利地域※４を含む。
※２ 東京圏在住の23区への通勤者のうち、条件不利地域※４在住者を除く。
※３ 都道府県による移住希望者等と中小企業等のマッチングを支援する仕組みの構築を別途支援。
※４ 過疎地域自立促進特別措置法、山村振興法、離島振興法、半島振興法及び小笠原諸島振興開発特別措置法において規定される条件不利地域を有する市町村

（政令指定都市を除く）。

地方※１へ移住

（東京23区在住者又は23区

への通勤者※２ が移住）

就業した場合

最大100万円

地方※１での就業
（地方公共団体がマッチ

ング支援の対象※３とし

た中小企業等に就業)

・移住者を採用した中小企業等に対し、その採用活動に要した経費の一部を助成（厚生労働省）
・移住者が住宅の建設・購入を行う場合に、（独）住宅金融支援機構が提供する住宅ローンの金利の引下げ（国土交通省）

＜起業支援と連携＞ ・設備資金及び運転資金について、（株）日本政策金融公庫の融資による支援(中小企業庁)

地方※１での起業
（地域課題解決に資する

社会的事業を起業）

起業した場合

最大300万円

（最大100万円＋200万円）

他 省 庁
との連携

（地方にいたままで）

起業した場合

最大200万円

○ 地方へのUIJターンによる起業・就業者の創出等を地方創生推進交付金により支援。

東京圏からのUIJターンの促進
地方の担い手不足対策

東京２３区在住者・
２３区への通勤者

＜移住支援と連携＞

地方創生移住支援事業・地方創生起業支援事業
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移住支援事業・起業支援事業を実施する道府県一覧

連携先地方公共団体数
（予定を含む）

/地方公共団体数

連携先地方公共団体数
（予定を含む）

/地方公共団体数

北海道 ○ 122 / 179 ○ - 三重県 ○ 21 / 29 - -

青森県 ○ 40 / 40 ○ ○ 滋賀県 ○ 11 / 19 - ○

岩手県 ○ 33 / 33 ○ ○ 京都府 ○ 10 / 26 ○ ○

宮城県 ○ 35 / 35 ○ ○ 大阪府 - - - -

秋田県 ○ 25 / 25 ○ ○ 兵庫県 ○ 36 / 41 ○ -

山形県 ○ 35 / 35 ○ ○ 奈良県 ○ 34 / 39 ○ -

福島県 ○ 57 / 59 ○ ○ 和歌山県 ○ 30 / 30 ○ -

茨城県 ○ 32 / 44 ○ - 鳥取県 ○ 19 / 19 ○ ○

栃木県 ○ 25 / 25 ○ ○ 島根県 ○ 19 / 19 ○ -

群馬県 ○ 35 / 35 ○ ○ 岡山県 ○ 25 / 27 ○ -

埼玉県 ○ 9 / 9 ○ - 広島県 - - - -

千葉県 ○ 9 / 11 ○ - 山口県 ○ 19 / 19 ○ ○

東京都 - - - - 徳島県 ○ 24 / 24 ○ -

神奈川県 - - - - 香川県 ○ 17 / 17 ○ ○

新潟県 ○ 25 / 30 ○ ○ 愛媛県 ○ 3 / 20 ○ -

富山県 ○ 15 / 15 ○ ○ 高知県 ○ 34 / 34 ○ -

石川県 ○ 19 / 19 ○ ○ 福岡県 ○ 28 / 60 ○ -

福井県 ○ 17 / 17 ○ - 佐賀県 ○ 13 / 20 ○ -

山梨県 ○ 23 / 27 ○ - 長崎県 ○ 18 / 21 ○ -

長野県 ○ 70 / 77 ○ ○ 熊本県 ○ 45 / 45 ○ -

岐阜県 ○ 42 / 42 ○ - 大分県 ○ 18 / 18 ○ -

静岡県 ○ 35 / 35 ○ ○ 宮崎県 ○ 26 / 26 ○ ○

愛知県 ○ 50 / 54 ○ ○ 鹿児島県 ○ 41 / 43 ○ -

沖縄県 - - - -

42 道府県 （全自治体連携）23府県 40 道府県 20 府県

※ 埼玉県、千葉県の地方公共団体数は条件不利地域を母数とする

新規就業支援事業

移住支援事業・マッチング支援事業

起業支援事業 新規就業支援事業

移住支援事業・マッチング支援事業

起業支援事業

（注1） 事業対象市町村における活用団体数 1,140団体／1,563団体（活用率 72.9％）
（注2） 埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県の地方公共団体数は条件不利地域を母数とする。

○ 42道府県が1,140市町村と連携して移住支援事業等を実施
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マッチング支援事業

国

都道府県

民間求人サイト

官民連携による移住者視点での情報提供

○ 東京圏から地方へのUIJターンによる就業促進に向け、次の取組により移住者視点での
情報提供を充実
 都道府県が行うマッチング支援事業として、地方の中小企業等の求人広告を提供する

マッチングサイトの開設などの取組を支援。求人情報に加え、住まいの情報を含む生活
情報を参照可能に。

 都道府県による求人情報を民間事業者とも連携して、東京圏の求職者や移住希望者
が、一元的に検索できる枠組みを構築するため、平成31年３月29日、ヤフー株式会社、
ディップ株式会社、株式会社ビズリーチと連携協力協定を締結（令和元年10月以降に協
力開始予定）。

マッチング支援のイメージ

民間事業者に地方の中小企業等の
求人広告や住まいの情報を提供

求人情報サイトの開設等を
地方創生推進交付金で支援

都道府県の求人情報等の
掲載等について協力要請

都道府県の求人情報を一元的に検索
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マッチングサイトについて

○ 地方創生移住支援事業・マッチング支援事業を活用して移住支援金の対象となる求人等を掲載
している各都道府県のマッチングサイトを地方創生HPで紹介（平成31年４月から随時更新）

https://www.kantei.go.jp/jp/singi/sousei/shienkin_map.html （令和元年８月15日時点）
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